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要 旨

1．問題意識と研究目的

周知のように、日本企業の対中進出はおよそ 30 年前から始まり、3 つの進出ピークを経

て本格化が進んでいる。国際協力銀行の 2010 年の調査によると、中国は日本企業がもっと

も有望と考える事業展開先国・地域であることが明らかになっている。

しかし、日本企業が中国を最大の消費市場として位置づけているように、世界中の多く

の企業も同様な経営戦略を構築している。現在、中国進出日系企業が置かれている状況は、

①世界中の多くの企業が中国に進出している、②中国現地の企業が急成長を果たしている、

③欧米企業と中国企業との競争がますます激化しつつある。こうした経営環境の下で、い

かに事業を更なる拡大し、持続的成長を果たすのが今後の最大の課題であろう。

「企業は人なり，人事なり」。優秀な人材の確保が企業の成長の命運を握ることは言う

までもない。日系企業にとって，中国現地で優秀な人材を確保することが必要になってき

た。日系企業において、優秀な人材を引き止め、確保しておくには、従業員に対し適正な

評価を実施する企業内の仕組み作りが不可欠である。特に、中国人は自分が会社や上司か

らどのように評価されるか、そしてどのような評価をされているのかについて、非常に重

視している。また、従業員の立場から、賃金などの処遇よりも、自分の能力を充分に活か

せる企業さらに将来性の期待できる企業こそ、魅力的で働きがいのある企業である。

また、米国発世界金融危機は 2008 年に世界中に拡大し、以降中国進出日系企業の業績

が厳しい状況となってきた中で、新規採用や昇給の中止、人員削減などの対策が企業の危

機対応方針として見られたが、それよりも最も取られたのは人事評価制度の見直しである

ことがコンサルティング会社である中智人力資源管理諮詢公司の調査により明らかになっ

た。

それから、中国では 2008 年 1 月 1 日に実施された「労働契約法」に伴い、中国におけ

る労働情勢が大きく変化した。労働争議が頻繁に起こり、最低賃金の調整頻度が加速され、

さらにその調整幅も上昇しつつある。

このような環境の下で、中国進出日系企業における人事評価・賃金制度の再構築が急務

となってきている。そのため、中国現地の日系企業はどのような状況に置かれているのか、

そして、どのような人事評価・賃金制度を構築していたのか、さらに、今後は中国現地企

業と欧米企業との間の激戦の中から生き残っていく、そして永続的に成長するためには、

いかに「現地に適合かつ競争優位を持つ人事評価・賃金制度」を構築するのかを本研究の

問題意識と研究目的とした。

2.先行研究

日系企業の中国進出について、政府機関や学者および企業関係者から多くの注目を

集めている。今まではさまざまな視点や角度から研究され、論じされている。ここで

は本研究の研究内容に立ち、先行研究を主に以下の3つの角度からと取り上げられる。
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第1は、異文化経営の角度からの先行研究である。

古田（2004）は中国事情にあった新しい人事制度の構築の必要性があると指摘して

いる。周（2007）は、日中文化、日中コミュニケーション・スタイルの違いと、日中

企業の経営方式の違いを指摘し、日系企業が直面する異文化経営の課題について論じ

ている。中村（2007）は中国の文化を重視した現地経営の行う必要性について論じて

いる。三者による研究の共通点は、日中間の文化、価値観などの相違点を重視する姿

勢が示されている。また、中国の事情に適応した経営なくしては成功ができないと指

摘されている。

第2は、経営現地化の角度からの先行研究である。

朱（2001）は中国進出日系企業の現地化経営課題を、欧米進出日系企業に比べ、低

い現地販売率、経営幹部の現地人材登用の遅れ、と日本本社依存した資金調達方式と

捉えている。古田（2004）は積極的に経営管理層に中国人の登用、現地幹部への責任・

権限の委譲が経営現地化を実現ために最も急務であると論じている。徐（2009）は、

人材現地化の遅れにより生ずる問題点を分析したうえで、中国進出日系製造業企業に

おける人材現地化の実態とりわけトップ経営層の現地化の遅れを指摘している。とと

もに、事例研究を通じて、成果主義による賃金システムが中国人の活用につながり、

人材現地化を促進する効果があると検証されている。

第3は、人事・労務の角度からの先行研究である。

早期の研究として、日本労働研究機構（1996、1997）の研究は第1次対中投資ブーム

に行われた研究であり、当時の中国進出日系企業の賃金制度と昇進構造を研究の対象

にしている。安室、関西生産性本部、日中経済貿易センター、連合大阪編(1999)も、

同じく第1次対中進出ブームにおける日系企業の賃金制度の実態についてである。松

繁・徐(2002)は中国進出日系企業の中間管理職従業員を対象に絞り、賃金制度と昇進

制度について統計的分析が行われている。趙（2002）は日本企業、中国進出日系企業、

中国国有企業、それぞれの人的資源管理の特徴をまとめている。さらに中国進出にあ

たり、どのような管理方法が適しているのかを解明しようとした。「従業員の重視」に

よって企業利益の最大化を追求することが提起されている。

また、近年の研究として、董（2007）は日本型経営資源を組織・管理関係と人事・

労務関係に分け、経営資源の国際移転の視点から、電子・電気企業を対象とした研究

が行われている。人事・労務管理は「適用」ではなく、中国現地の事情に「適応」させた

形で移転する必要があると指摘している。田（2009、2011）の研究は中国進出日系企業

の人材教育に絞った研究である。

上記した先行研究により、中国進出した日系企業が直面する課題が明らかにされて

いる。また、人材確保の急務化、中国現地の事情に適した成果主義賃金制度、昇進制

度の必要性も既に提起されていた。先行研究から多くの示唆を得た一方で、以下のよ

うな限界もある。

第1、変化されつつある環境への対応。前述した中国進出日系企業についての先行研

究は主に2000年代に行われた研究である。しかし、ここ数年中国進出日系企業の経営

課題は変わりつつある。特に、アメリカ発世界金融危機が世界中に拡大した2008年は
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その変化の境目となっている。新たな環境に置かれている日系企業についての研究は必

要であろう。

第2、これまでの中国進出日系企業についての先行研究はほとんど製造業を研究対象と

なっている。しかし、現在、非製造業日系企業の中国進出も年々増加しつつあり、2009年

度の時点で、非製造企業が占める割合は43.44％である。そのため、製造業だけではなく、

非製造業企業についての研究も必要であろう。

第3、さきに中国進出日系企業の人事・労務に関する先行研究を概観したが、ほとんど

は異文化経営、人材の現地化、経営資源の国際移転などについての研究の一環として、言

及される程度で、専ら人事評価・賃金制度に関する研究はほとんどない。また、科学的、

理論的に論じられていても、中国進出日系企業の人事評価・賃金制度の詳細な事例研究に

よる実証検証はきわめて少ない。

第4、中国での事業展開にあたって、成果主義人事制度が必要と大いに論議されている

が、具体的に制度そのものをどのように構築するのかはいまだに明らかにされていない。

3.研究方法

上記の問題意識・研究目的と先行研究を踏まえて、本研究は既存の研究結果を継承し

ながら、先行研究の不足点の補足をし、より具体的に中国進出日系企業における人事評

価・賃金制度の現状を検討した。

中国における日系企業の評価・賃金制度の実態を明らかにするために、単なる日系

企業ではなく、現地の中国ローカル企業の事例も取り上げた。とりわけ人事評価と賃

金制度の実態や問題点を明確にするとともに、中国現地企業との比較の視点から、日

系企業における人事評価・賃金制度のありかたを検討することにした。

具体的な研究方法として、理論的レビュー、先行研究の整理、公的機構調査データ

の分析および事例研究などを用いた。

まず、中国進出日系企業の経営に関する諸理論および先行研究についての検討を行

った。

次に、文献資料をサーベイし、調査機構の調査データを用いて、分析を行った。

最後に、理論分析に加え、現地調査による事例分析を行った。本研究では、中国進

出日系企業4社と中国現地のローカル企業3社の事例を考察、分析した。事例研究の部

分では、企業の公開資料、ヒアリング調査の記録、社内資料の3つの方法を使用して、

データの収集を行った。

現地調査の調査方法に関しては、各企業への事前質問項目を依頼した後、現地で企

業経営者、人事担当者を対象にしたヒアリング調査、社内および工場考察などである。

さらに、現地での文献、社内資料による文献研究も行った。そして、場合によって、

従業員にアンケートを依頼した企業もあり、企業訪問後、電話やメールなどを通じて

確認を行う方法もある。

4.論文構成

本論文は4部8章から構成され、各部・章・節の概要は以下のとおりである。



4

第I 部の「理論的レビュー」は後続諸章での実証的研究に先立ち、中国進出日系企

業の経営に関する理論および先行研究の考察と、人事評価・賃金制度にかかわる人事

管理に関する理論の検討を行った。

第1章の「中国進出日系企業の経営に関する理論および先行研究」においては、第1

節では、まず企業の海外進出の発展段階論、多国籍企業論、グローバル競争戦略論、

人事管理に関する理論などについての考察および分析を行った。続く第2節では、異文

化経営の角度、経営現地化の角度、人事・労務の角度という3つの角度から中国進出日

系企業に関する先行研究を考察した。第3節では、理論と先行研究から得た示唆および本

研究のフレームワークについて提示した。

第2章の「人事評価・賃金に関する理論」においては、第1節では人事評価・賃金制度に

かかわる人事管理の諸理論の変遷を探りながら、人事評価・賃金制度を研究するための主

な理論的根拠を概観した。第2節では、日本における人事制度の変遷・人事制度の系譜につ

いて分析した。第3節では、人事評価制度、第4節では、賃金制度について検討した。

第Ⅱ部の「中国進出日系企業の現状」は文献資料をサーベイし、現在中国進出日系企業

が置かれている現状について考察・分析を行った。

第3章の「日本企業の中国進出状況および課題」においては、第1節では日本企業の対中

進出の経緯、進出形態の変化について分析した。第2節では日系企業対中進出の地域・業種

の特徴について分析を行った。第3節では中国労働市場の現状について検討した。第4節で

は中国人の職業観について検討を行った。

第4章の「日系企業における人事評価・賃金制度の現状」においては、第1節では中華英

才網による中国大学生希望就職先についてのアンケート調査、第2節では、中智人力資源管

理諮詢公司による中国進出日系企業の業績評価と賃金についての調査、第3節では上海時迅

商務諮詢有限公司による日系企業の中国現地社員の給与動向についての調査のデータを用

いて、分析を行い、中国進出日系企業の人事評価および賃金の実態を明らかにした。第4

節では近年中国進出日系企業における人事制度の改革の先進事例を取り上げた。

第Ⅲ部の「現地調査による事例研究」は中国現地調査による日系企業（大連・X社、塩

城・F社、武漢・W社、天津・S社）と中国現地企業（吉林・T社、延辺・D社、大連・Y社）、

合計7社の事例研究について分析を行った。

第5章の「中国進出日系企業の事例研究」では、2009年12月、2011年1月、2011年4月に

行われた合計4社の現地調査の事例を取り上げ、各社における人事評価制度の仕組み、賃金

制度の構成などの内容を考察しながら、それぞれの日系企業における人事評価制度と賃金

制度の実態を明らかにした。

第6章の「中国現地企業の事例研究」では、2009年3月、2011年1月、2011年4月に実施し

た中国現地のローカル企業3社の現地調査の事例を取り上げ、各社の人事評価制度、賃金制

度の実態について分析した。

第Ⅳ部の「研究の総括と今後の課題」においては、第7章では、事例研究の日系企業と

中国現地企業の比較研究を行った。第8章では、本研究の研究結果および今後の研究課題を

明らかにした。
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5.結論

本研究では既存の先行研究の成果を継承しながら、先行研究の不足点の補足をし、日中

両国の調査機構による最新の調査を分析したうえで、現地調査した日系企業および中国現

地企業の事例研究を通じて、以下諸点が明らかになった。

まず、中国進出日系企業、とりわけ人事評価の取り組み、賃金水準は他国の進出企業に

比べて、どのような状況に置かれているのかについて、以下の諸点が明らかになった。

（1）就職先としての日系企業は、中国人特に若年層から高い評価を得られず、むしろ

欧米系企業や中国現地企業に比べて、圧倒的劣勢にある。

（2）日系企業の人事評価（特に業績評価）は中長期で実施されているのが、中国現地

企業の事例との比較を通じて明らかになった。

（3）中国へ進出した外資系企業のうち、日系企業は賃金水準の高い欧米系企業、そし

てその他のアジア企業に比べて、大きく賃金の格差が付けられている。

（4）日系企業では基本的に従業員を解雇しないという日本企業の慣行雇用制度を取り

入れていることに関しては、事例研究の分析からも確認できた。それゆえ、日系企業の一

般従業員の離職率が低く、雇用の安定性に効果をもたらしているといえよう。一方、中間

管理職以上の管理層の離職率は欧米系企業より遥かに高いことも本研究の分析を通じてわ

かった。要するに、日系企業では、人員雇用の安定を図りながら、優秀な人材の流出問題

がいまだに解決されないままであろう。

次に、中国進出日系企業はどのような人事評価・賃金制度を構築していたのかについて、

次の点が明らかになった。

（1）中国進出日系企業の現状は、能力や業績に基づいた成果型人事制度が導入されつ

つある段階に置かれている。

本研究で取り上げた日系企業 4 社の事例からもこの点について検証ができた。大連・X

社では、業績評価について取り組んでいるが、営業職や中間管理層に留まっている。塩城・

F 社では、個人の業績に比べてチームや組織の業績が重視されている。しかし、武漢・W

社においては、個人の成果・業績による人事評価・賃金制度は設置されていない。天津・

S 社では、中間管理層を対象に業績による人事評価に取り組んでいる。そして、それらの

評価基準については、4 社のうち、もっとも明確に基準を打ち出しているのが天津・S 社

である。そのほかの 3 社は、人事評価の枠組みはできているが、明確な基準は設けられて

いない。

賃金の面において、ほとんどの日系企業は毎年自社の賃金水準を引き上げている。それ

は積極的に賃金改善が講じられたからではなく、仕方なく受け身で実施していることが、

経営者と管理者へのインタビュー調査を通じて明らかになった。

（2）上記のようなマイナスになる面もあれば、優れた制度も構築されている。大連・X

社の全員昇給制度、塩城・F 社のストック・オプション制度などが挙げられる。そして、

武漢・W 社では、常に行われている人事制度の革新や改善策も手厚い福利厚生や奨励制度

によって、人材の確保・定着にプラスに働き、従業員からは評価を得ている。また、安定
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志向の慣行雇用制度は従業員の定着や従業員の忠誠心の育成に効果を発揮し、チームワー

ク重視と成果主義の融合による団体精神の向上重視も優れているといえよう。

最後に、人事評価・賃金制度の今後のありかたについて次のように提言したい。

（1）永続的成長、長期的発展の視点から、企業戦略に基づき、企業が置かれている発

展段階に適合した人事評価・賃金体系の構築が必要であり、常に積極的に人事制度の改善

に取り組む姿勢を示さなければならない。そのうえ、企業の安定と成長を求めるには、日

系企業の優れた安定志向雇用制度およびチームワーク重視の日本型職場環境づくりを今ま

で以上に定着させる必要があると考えられる。

（2）中国での進出にあたって企業の業績をあげるには、長期的成果主義ではなくて、

短期的成果主義に基づいた人事評価・賃金制度が重要且つ必要である。日系企業では大手

企業をはじめ、成果主義的な人事制度を導入されつつ、これからも成果主義を徹底した導

入が必要であろう。

中国では欧米的成果主義型人事制度が深く浸透している。企業をはじめ、政府部門や教

育･科学技術･文化･衛生などの活動に従事する社会奉仕組織いわゆる事業単位まで、幅広い

領域にわたって導入されている。また、企業においては、職務・職位に関係なく、管理職

から一般事務職まで、すべての従業員を短期的業績評価が実施されている。これについて

も、本研究第 6 章に行った中国現地企業の事例分析から検証できた。

（3）企業が制度面で公正かつ客観的な姿勢で人事評価に取り組むことは非常に重要で

ある。職務に基づいた賃金制度や仕事の成果を給与に連動させている。ただし、高い賃金

だけではなく、自己実現や将来の発展も常に念頭に置き働こうとする特徴を意識し、人事

制度を構築しなければならない。そして、人事評価の目的は賃金や昇進への連動だけでは

なく、従業員を公正・公平に評価することを通じて、従業員に認められることを認識させ、

さらに働く甲斐を感じさせることも重要であろう。

6.今後の研究課題

本研究は理論研究、データ分析、事例研究、日中比較の視点から、中国進出日系企業の

人事制度、とりわけ人事評価・賃金制度の実態を考察し、上述の 3 点の提言を試みたが、

残された課題はまだある。

まず、本研究では、日系企業 4 社と中国現地の民営企業 3 社の事例を取り上げ、現地調

査とヒアリング調査を実施したが、人事評価・賃金制度の構築と経営効果の正比例関係に

ついての検証はまだ課題として残されている。今後の課題として、企業の歴史・形態・業

種・規模などの特性を絞り、事例研究のさらなる充実をはかり、人事制度による経営効果

の正比例関係を検証し、結論の普遍性を探ることにしたい。

次に、本研究では中国現地企業の事例研究を用いて、比較研究を行ったが、今後は中国

進出欧米系企業との比較研究も必要である。

したがって、本研究の結論についてさらに掘り下げていくためには一層事例研究を進め

て、今後の対策について実証していきたい。
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